
【　備　考　】

・利用者負担額軽減制度の適用を受け、市町村より発行された「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」をお持ちの方は施設に提示することで食費・居住費の負担額が軽減されます。

・食費、居住費における補足給付の要件は以下のとおりです。

１日あたり（円）

31日あたり（円）

 　　　③　上記合計額　　①＋②

793 862 929

36,079

130,148 135,765 138,313 140,722 143,060

１日あたりの基本報酬部分の額（円）

　　　 ② 各種加算※1部分の合計　（31日あたり/円） 7,280

食費・居住費 および　利用料の合計額

１日あたり（円）

31日あたり（円）

食　　費 居　住　費

1,445

23,167 28,784 31,332 33,741

2,955 6,464 6,749 7,019

179,140

2,006

44,795 62,186

介護保険部分

介護度 要介護５

ユニット型介護福祉施設サービス費　Ⅰ　

① 31日あたりの基本報酬部分の合計（円） 20,212 22,320 24,583 26,722 28,799

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

652 720

介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

介護保険負担割合2割の場合※2

介護保険負担割合3割の場合※2

153,316

176,483

164,549

193,333

169,645

200,977

174,462

208,203 215,219

要介護３ 要介護４ 要介護５

補

足

給

付

の

対

象

で

は

な

い

方

650 1,310１日あたり（円）

31日あたり（円） 20,150 40,610

１日あたり（円） 1,360 1,310

31日あたり（円） 42,160 40,610

介護保険部分③との合計額

（31日あたり/円）

介護保険部分③との合計額

（31日あたり/円）
83,927 89,544 92,092 94,501 96,839

①

第

２

段

階

介護保険部分③との合計額

（31日あたり/円）
60,677 66,294 68,842 71,251 73,589

介護保険部分③との合計額

（31日あたり/円）
105,937 111,554 114,102 116,511 118,849

第

３

段

階

②

介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

介護度 要介護１ 要介護２

第

１

段

階

820

31日あたり（円） 9,300 25,420

介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

１日あたり（円） 300

多職種共同でのは排泄ケア計画の作成、計画に基づくケア、定期的・継続的な評価、厚生労働省への情報提出等の算定要件

を満たすこと

（１日あたり）

（1月あたり）

（１月あたり）

栄養マネジメント体制強化加算

褥瘡マネジメント加算

排せつ支援加算

介護保険部分③との合計額

（31日あたり/円）
57,887 63,504 66,052 68,461 70,799

390 820

12,090 25,420

介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

療養食加算 （１食あたり） 6

50
入居者への施設サービスの質の向上のため、入居者の心身状況に基づく計画作成、実施、評価、見直しの継続、既定の情報に

ついて厚生労働省へ提出とフィードバック情報の活用等の要件を満たすこと

１月の基本報酬と各種加算の

合計額の8.3％
介護職員のキャリアパスや職場環境を整え、加算相当額の賃金改善を図ること

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ
１月の基本報酬と各種加算の

合計額の2.7％

介護職員処遇改善加算の算定に加えてさらなる環境要件を整え、経験・技能のある介護職員を中心に加算相当額の賃金改善

を図ること

（１月あたり）科学的介護推進体制加算Ⅱ

介護職員処遇改善加算Ⅰ

日常生活継続支援加算Ⅱ （１日あたり）

看護体制加算Ⅰイ

看護体制加算Ⅱイ

夜勤職員配置加算Ⅱイ

（１日あたり）

（１日あたり）

（１日あたり）

加算部分 加算の額（円） 加算算定要件の概要

46
重度の要介護状態等の方を積極的に受け入れ、介護福祉士を手厚く配置する等の各種基準を満たし、サービスの質を高め、入

居者が個人の尊厳を保持しつつ日常生活を継続することができるよう支援する体制を確保していること

6 常勤の看護師を１名以上配置していること

13 看護体制加算Ⅰの要件に加え、基準に沿って看護職員を手厚く配置していること

27 夜勤を行う介護職員の数が最低基準を１以上上回っていること

（１日あたり） 780

特　別　養　護　老　人　ホ　ー　ム 　　ビ　ハ　ー　ラ　赤　坂　　　ご　利　用　料　金　表

重要事項説明書　別紙 令和4年10月1日現在

以下の加算が加わる場合は、ご利用料金の合計に変動が生じます。

算定条件等による加算部分 加算の額（円） 加算算定要件の概要

初期加算 （１日あたり） 30 新規のご入居および、1か月以上の入院後の再入居の場合、入居の日から30日間算定

11
管理栄養士を基準に沿って配置し、栄養マネジメント、栄養ケア計画の作成、厚生労働省への情報提出等の算定要件を満たす

こと

多職種共同での褥瘡ケア計画の作成、計画に基づくケア、定期的・継続的な評価、厚生労働省への情報提出等の算定要件を

満たすこ

介護職員等ベースアップ等支援加算
１月の基本報酬と各種加算の

合計額の1.6％
介護職員処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを取得していること。既定の金額を介護職員等の賃金改善に使用すること。

入院・外泊時加算 （１日あたり） 246 入院や外泊の場合、入院・外泊の初日と末日を除き、一月あたり６日（月をまたぐ場合は連続の最大12日）を限度に算定

ADL維持等加算Ⅰ （１月あたり） 30
入居者への状態維持について要件を満たす者が評価を行い、厚生労働省への報告を行う等体制を整え、評価値が基準を上回

る場合に、厚生労働大臣の定める期間に限り算定

　第１段階　　　世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金受給者の方、生活保護の受給者の方

　第２段階　　　世帯全員が市民税非課税で非課税年金を含む公的年金等収入金額とその他の合計所得金額が80万円以下、かつ、預貯金の額が単身で650万円、夫婦の場合1650万

　　　　　　　　　　円以下

　第３段階①　 世帯全員が市民税非課税で非課税年金を含む公的年金等収入金額とその他の合計所得金額が合計所得金額が80万円超120万円以下、かつ、預貯金の額が単身で550

　　　　　　　　　　万円、夫婦の場合1550万円以下

　第３段階②　 世帯全員が市民税非課税で非課税年金を含む公的年金等収入金額とその他の合計所得金額が合計所得金額が120万円超、かつ、預貯金の額が単身で500万円、夫婦

　　　　　　　　　　の場合1500万円以下

・介護保険部分の毎月の利用者負担が上限額を超えた場合、申請により高額介護サービス費として支給されます。上限額は第１、第2段階の方は15,000円、第3段階の方は24,600円、

　課税所得380万円未満の方は44,000円、課税所得380万円～690万円未満の方が同一世帯にいる場合は93,000円、同690万円以上の場合は140,100円です。

※２　自己負担の割合については、介護保険負担割合証に記載されている利用者負担の割合をご確認ください。2割、３割の負担割合の方については合計額

　　　　のみ掲載しておりますので、詳細については、別紙の各料金表をご確認ください。

※１　各種加算の単価等は右記「加算部分」の項目をご参照ください。

看取り介護加算Ⅰ・４～30日前 （１日あたり） 144

看取り介護加算Ⅰ・31～45日前 （１日あたり） 72

安全対策体制加算 （入居初日のみ） 20 介護事故防止に関する体制を備えている場合、入居初日に限り算定

医師が終末期と判断したご入居者について、体制整備のうえ医師等多職種が共同して看取り介護を行った場合に算定。

医師の指示に基づく療養食を提供した場合に算定

看取り介護加算Ⅰ・当日 （１日あたり） 1280

看取り介護加算Ⅰ・前日及び前々日


